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小規模企業者体質強化支援事業について

産 業 政 策 課

１ 目 的

地域経済のみならず、地域の住民生活においても重要な役割を果たしている

小規模企業者等に対し、経営体質の強化に向けた企業連携の取組を普及啓発す

るとともに、中小企業振興条例の指針に基づき、小規模企業者の経営革新や事

業拡充に向けた取組を支援し、経営基盤の強化を図る。

２ 概 要

（１）小規模企業者元気づくり事業 １０８,２２１千円

①事業目的

県内で事業を行っている小規模企業者が、各種専門家の指導を得ながら、

地域に密着した商工団体等の伴走支援を受け、新分野進出、販路開拓、生

産性向上等に向けて行う取組を支援する。

②事業内容

・補 助 対 象 小規模企業者

・補助対象経費 事業計画に基づく事業に要する経費

（機械装置購入費、新商品等開発費、展示会等出展費等）

・補 助 率 １／２（グループは２／３）

・限 度 額 １,０００千円

・採用予定件数 １００件

（２）企業連携ハウツーブック作成事業【新規】 １,５４３千円

小規模企業者等の経営体質の強化に向けて、協業化や業務提携などの先

進事例等を紹介するハウツーブックを作成し、企業連携の有効性について

普及啓発を図る。

・作 成 部 数 １,０００部

３ 予算額 １０９,７６４千円

財源内訳 １０８,２１９千円

１０８,２０２千円

１３１,５４３千円

「秋田県中小企業振興臨時対策基金」

（１）小規模企業者元気づくり事業 １０８,２２１千円

内 訳 ・小規模企業者補助金（１００件分） １００,０００千円

・商工団体等補助金(専門家謝金､旅費等） ７,２３３千円

・事務費（審査員の謝金、旅費等） ９６９千円

・基金積立金（運用益） １９千円

2



（２）企業連携ハウツーブック作成事業 １,５４３千円（委託料）

委託料の内訳 ・人件費（２人） １,０５８千円

・旅 費 ２５千円

・印刷費等 ３１９千円

・消費税及び地方消費税 １４１千円

3



制度融資の概要について

産 業 政 策 課

１ 目 的

県内中小企業が行う経営基盤強化や新事業展開等の多様な資金需要に対応するため、

制度融資により中小企業の資金繰りの円滑化を支援する。

２ 新規融資枠

（単位：億円）

資 金 名 主な資金の内容 新規融資枠

中小企業振興資金 １７３

一般資金等 １６６

小規模事業振興資金 ７

経営安定資金 通常枠、借換枠等 １０４

新事業展開資金 １６

事業革新資金等 ８

創業支援資金 ５

事業承継資金 ３

その他の資金 アグリ、企業再生、組合組織 １３

合 計 ３０６

３ 予算額 ３３,５９３,７７６千円

内 訳 ・預託金 ３３,３３７,０００千円

・保証料補助金 ２５６,７７６千円

４ 制度の見直し

中小企業信用保険法の改正に伴う「事業承継資金」の要件拡充

令和２年４月１日から施行予定の「事業承継特別保証制度」に対応するため、事業

承継資金の要件を拡充する。

○融資対象 一定の要件 を満たした「事業承継計画を有する法人」及び「事業承継＊

を実施した法人」

○保 証 人 不要

○貸付利率 １.１０％又は１.３０％

○保証料率 ０％、０.４５％又は０.６％

○資金使途 事業承継時に必要な資金（旧債返済資金を含む）

＊令和２年４月１日から、国事業である事業承継ネットワークに国費で配置される

経営者保証コーディネーターによる経理処理や資産超過等の確認を受けた法人を

予定。
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ＩＣＴ人材確保・育成事業について

デジタルイノベーション戦略室

１ 目 的

県内の産業基盤を支え、イノベーション推進の担い手となるＩＣＴ人材について、首都

圏や東北、県内での人材確保を推進するとともに、人材の確保と育成に向け、関係機関の

連携体制を構築する。

２ 概 要

（１）未来を創るＩＣＴ強化事業 １５,３９５千円

首都圏担当と東北担当の各 1名の専任職員を配置して、各地域の大学・専門学校等で

県内ＩＣＴ企業をＰＲし、学生等の県内就職を促進する。

（２）県内ＩＣＴ人材定着事業 ６,７７４千円

首都圏で開催される転職フェアへの県内ＩＣＴ企業の合同出展や、首都圏の学生と県

内ＩＣＴ企業との交流イベントのほか、県内においては、大学（秋田大学、県立大学）

での企業紹介イベント（ものづくりオープンカレッジ）や大学・短大、専門学校等への

合同訪問等により、ＩＣＴ企業をＰＲし、学生やＡターン人材の県内就職を促進する。

（３）ＩＣＴ人材の確保・育成に関するワーキンググループ運営事業【新規】 ２３４千円

県内大学や商工団体、企業等による「ＩＣＴ人材の確保・育成に関するワーキンググ

ループ（仮称）」を設置し、課題の共有や施策の連携を図る。

３ 予算額 ２２,４０３千円

財源内訳 １１,６８９千円

１２千円

１０,７０２千円

（１）未来を創るＩＣＴ強化事業 １５,３９５千円

内 訳 ・委託料（人件費・活動費等） ８,６３９千円

・報酬等 ４,６３９千円

・旅費 １,４４５千円

・消耗品費、会場使用料等 ６７２千円

（２）県内ＩＣＴ人材定着事業 ６,７７４千円

内 訳 ・委託料（ブース出展・運営費等） ５,７８８千円

・旅費 ４９４千円

・消耗品費等 ４９２千円

（３）ＩＣＴ人材の確保・育成に関するワーキンググループ運営事業 ２３４千円

内 訳 ・旅費 １５８千円

・報償費 ４０千円

・消耗品費等 ３６千円
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製造業向けＩｏＴ導入実践事業について【新規】

デジタルイノベーション戦略室

１ 目 的

県内製造業において、ＩｏＴの導入・活用を促進するため、先進的な優れたモデル

システムのトライアル導入を行う。

２ 概 要

ＩｏＴに関心があるものの導入や活用までに至っていない県内製造業に対し、ＩｏＴ

を自ら活用し高い効果を上げている企業のＩｏＴシステムをトライアル導入するとと

もに、その企業を指導者としてハードウェアやシステム運用の技術、データの利活用

方法についてコンサルティングを行う。

また、トライアル事例についてはセミナー等により、県内製造業向けに情報発信し、

更なる県内への展開を図る。

３ 予算額 １,９０４千円（委託料）

委託料の内訳 ・事務費（コンサルティング・成果報告会）１,５００千円

・旅費 ２３１千円

・消費税及び地方消費税 １７３千円

《参考》製造業のＩｏＴ導入・活用のイメージ

※当事業では、一連の流れを複数サイクルに渡り、コンサルティングを受けながら実施
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デジタルイノベーション実証プロジェクト形成促進事業について【新規】

デジタルイノベーション戦略室

１ 目 的

先進技術の活用による県内の地域課題の解決や新たなビジネスモデルの創出に向け、

事業化を見据えた実証プロジェクトを形成する。

２ 概 要

ＡＩやＶＲ等に関する先進的なオリジナル技術や、先進技術の活用によるソリュー

ションを有する人材等を招へいして、県内産学の人材との交流セミナーやアイデアソ

ン、ハッカソン等を実施し、産学連携コンソーシアム等の形成を支援する。

３ 予算額 １,５０２千円

内 訳 ・旅費 ６２９千円

・報償費 ５００千円

・会場使用料等 ３７３千円

《参考１》事業イメージ

・「アイデアソン」はアイデアとマラソン、「ハッカソン」はハック（プログラミング）とマ

ラソンを組み合わせた造語。商品やサービス、ビジネスモデルなどのアイデアを生み出し

たり、その実現方法や事業計画等の具体化を検討するためのイベント。

《参考２》県内での関連事例

①「術中迅速免疫染色装置」の開発

・産業技術センターの電界攪拌技術を秋田大学医学部ががん手術中の診断に活用

②「Ｋｉｒａ×２ディスプレイ」システムの開発

・スマホ等を活用した人文字。県外技術者のアイデアを県内ＩＣＴ企業３社が連携し実現
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食品事業者躍進支援事業について【新規】

（食品事業者基盤強化事業）

地域産業振興課

１ 目 的

地域に密着し経済・雇用を支えていくことが期待される本県食品製造事業者の事業拡

大に向け、各種施策を活用した伴走支援を行うことにより、事業者の成長を促進すると

ともに、地域経済への更なる波及効果の創出を図る。

２ 概 要

食品製造や経営等に知見を持つコーディネーター（１名）を配置し、主に中堅・大規

模食品製造事業者を対象に、各種支援制度を活用した支援プランの提案をはじめ、研究

機関等を活用した商品開発や金融機関と連携した販路拡大の促進など、更なる成長に向

けた効果的な支援を行う。

３ 予算額 ５,２５５千円

（地方創生推進交付金活用予定）

内 訳 ・人件費（コーディネーター） ４,２３８千円

・職員旅費 ７７２千円

・需用費等 ７６千円

・使用料 １６９千円

《参考》

事業イメージ

支援戦略ミーティング（仮称）
各種支援施策をコーディネートして支援

コーディネーターが支援の全体を調整

新たな研究開発

新商品開発

地域資源

の活用

生産基盤の

新設・増強

人材の確保・

育成

販路の

開拓・拡大

その他
（経営相談等）

研究機関（総合食品研究センター、産業技術センター、県立大学等）、あきた企業活性化センター、金融機関、
　　　　　　　県関係機関（地域産業振興課、秋田うまいもの販売課、農林水産部各課等）　など

支　援　対　象　事　業　者

食品製造支援コーディネーター（仮称）
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伴走型ものづくり中核企業育成支援事業について

地域産業振興課

１ 目 的

本県の経済を牽引する中核企業を育成し、地域経済の活性化や若者の県内就

職を促進するため、成長意欲の高い県内企業に対し、行政及び支援機関の各種

施策を活用した伴走支援を実施するほか、株式上場やＭ＆Ａに関するセミナー

を開催し、事業拡大等を支援する。

２ 概 要

（１）伴走型ものづくり中核企業育成支援事業 ５,２６１千円

県や支援機関で構成する「ものづくり中核企業支援タスクフォース(以下

「タスクフォース」という。)」が、企業との意見交換を行いながら、各支

援機関の様々な施策等を活用した伴走支援を実施する。

（２）秋田の経済を牽引する中核企業育成事業【新規】 ５７９千円

県内企業の事業規模拡大などを促進するため、上場やＭ＆Ａに関するセミ

ナーを開催し、機運の醸成を図るとともに、上場等の実現に向けて求められ

る人材の確保や、経営分析等について、タスクフォースによる支援を実施す

る。

＜上場・Ｍ＆Ａセミナーの内容＞

・１回目 東北の中小企業による上場やＭ＆Ａの好事例紹介等

・２回目 上場やＭ＆Ａの実施により期待される具体的な効果やリスク等

・３回目 上場やＭ＆Ａの実施に当たり必要な手続きや経費の詳細等

３ 予算額 ５,８４０千円

財源内訳 １０ １０千円

５,８３０千円

（１）伴走型ものづくり中核企業育成支援事業 ５,２６１千円

内 訳 ・タスクフォースマネージャー報酬 ４,０９１千円

・旅費 １,０６６千円

・需用費 ２８千円

・役務費 ３１千円

・使用料 ４５千円

（２）秋田の経済を牽引する中核企業育成事業 ５７９千円

内 訳 ・報償費 １５０千円

・旅費 １１９千円

・需用費等 ３１０千円
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プロフェッショナル人材活用普及促進事業について

地域産業振興課

１ 目 的

（公財）あきた企業活性化センター内に設置しているプロフェッショナル人

材戦略拠点（以下「拠点」という。）について、体制を拡充し、県内企業の成

長戦略を具現化していく優れた経験やスキルを持つ人材の獲得を支援するこ

とにより、人材面での経営基盤強化を図る。

２ 概 要

（１）プロフェッショナル人材戦略拠点設置事業 ４８,１０４千円

拠点の人員体制を拡充し、地元金融機関との連携を強化することにより、

支援対象企業の範囲を広げるとともに、副業・兼業を含めた人材のマッチン

グを行い、プロフェッショナル人材の活用を促進する。

（２）プロフェッショナル人材活用促進事業 ２,５００千円

県内企業が拠点を通じ、民間人材紹介事業者の仲介により、県内への移住

が伴う形で県外の人材を雇用する場合に、企業が負担した人材紹介手数料

の一部を助成する。

・補 助 対 象 県内に事務所・事業所を有する中小企業

（戦略産業関連事業に従事する雇用を除く）

・補 助 率 １／２

・限 度 額 ５００千円

・補 助 枠 ５件

（３）大企業人材等活用促進事業【新規】 １,０００千円

プロフェッショナル人材戦略全国事務局が都市部の大企業と包括的パー

トナーシップを締結し、大企業人材の活用を推進していることから、県内企

業が拠点を通じて首都圏の大企業等から人材を試験的に受け入れる場合に、

企業が負担した経費の一部を助成する。

・補 助 対 象 県内に事務所・事業所を有する中小企業

・補助対象経費 報酬（謝金）、旅費

・補 助 率 １／２

・限 度 額 １００千円

・補 助 枠 １０件

※プロフェッショナル人材とは、新たな製品開発や生産性の向上、国内外
の販路開拓など、企業の成長に資する業務経験を有し、企業の成長戦略
を具現化していく人材。
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３ 予算額 ５１,６０４千円

（地方創生推進交付金活用予定）

（１）プロフェッショナル人材戦略拠点設置事業 ４８,１０４千円

内 訳 ・委託料 ４７,９６７千円

・職員旅費 １３７千円

委託料の内訳

・人件費 ３４,０８０千円

・拠点運営費 ５,５３２千円

・事業費（セミナー開催費等） １,１４１千円

・一般管理費 ２,８５３千円

・消費税及び地方消費税 ４,３６１千円

（２）プロフェッショナル人材活用促進事業 ２,５００千円（補助金）

（３）大企業人材等活用促進事業 １,０００千円（補助金）

≪参考≫

プロフェッショナル人材活用普及促進事業の概要
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輸送機産業強化支援事業について

輸送機産業振興室

１ 目 的

成長産業である航空機・自動車産業の基盤強化・底上げに資する各種支援の

実施により、本県輸送機産業の成長・拡大を図る。

２ 概 要

（１）航空機産業強化支援事業 ２,５３４千円

・航空機産業における国際的認証取得支援（JIS Q 9100、Nadcap）

・販路開拓支援（航空機産業アドバイザー等によるマッチング支援等）

・ＱＣＤ向上支援（大手航空機メーカーＯＢ等の招へいによる助言・指導等）

（２）自動車産業強化支援事業 ２２,３６１千円

・商談会等開催

（あきた自動車産業振興協議会や東北・北海道合同での商談会開催等）

・マッチング支援（輸送機関連企業ガイドブック作成、マッチング活動等）

・輸送機産業高度支援人材の配置

プロジェクトマネージャー、中京地区アドバイザー等

配置箇所：（公財）あきた企業活性化センター

・ＱＣＤ向上支援（一次サプライヤー等発注側企業のニーズ把握等）

・自動車産業における国際的認証取得支援（IATF16949、VDA）

（３）人材育成・確保支援事業 ２２,１６７千円

・人材育成（ＱＣＤ向上、中核人材育成のためのセミナー開催）

・オープンカレッジ開催

（高校生・大学生の県内就職を促進する企業ＰＲ会を県内２大学で開催）

・ＮＥＸＴモーターショーの開催

県内自動車関連企業と次世代自動車技術の認知度向上のための

イベントを開催

３ 予算額 ４７,０６２千円

財源内訳 １,３０１千円

４５,７６１千円
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新世代航空機部品製造拠点創生事業について

輸送機産業振興室

１ 目 的

秋田県発の技術シーズによる複合材の革新的な低コスト成形技術を産学官共同で研究

開発することにより、航空機構造物の製造拠点化を目指すとともに、その途上において

建築土木・自動車等多様な分野での事業化を図る。

２ 概 要

秋田複合材新成形法技術研究組合に次の事業を委託する。

秋田複合材新成形法技術研究組合は、技術研究組合法に基づく法人で、産業活動に

おいて利用される技術の試験研究を共同で行うための組織

・設 立 平成２９年４月３日

・代 表 理事長 小川信明（秋田大学理事兼副学長）

・組 合 員 秋田大学、秋田県立大学、日本精機(株)、(株)三栄機械、(株)ＡＣＦ

インターナショナル

（１）技術研究組合による事業化の推進

事業を統括する技術研究組合において、技術開発と知的財産を一体的に管理し、県

内での事業化を推進する。

（２）複合材の新たな成形技術の開発

本事業において開発した装置を活用し、複合材の品質向上を図る。

（３）複合材の品質評価技術の開発

複合材の検査・品質評価の技術向上を図るとともに、検査技術の実用化を目指す。

（４）土木・建築への応用検討

新たな成形技術の土木・建築分野への応用について検討する。

３ 予算額 ６９,１４２千円

財源内訳 ３３,９７９千円

３５,１６３千円

内 訳 ・委託料 ６７,９５８千円

・職員旅費 １,１８４千円
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産学官共同電動化システム研究開発事業について

（航空機システム電動化研究・開発推進事業）

輸送機産業振興室

１ 目 的

地方大学・地域産業創生交付金等を活用し、高効率モーターコイル等、本県固有の技

術を起点とした秋田大学と秋田県立大学によるモーター及びその応用機器・システムの

研究、地域企業と連携した開発を支援することで、航空機を始めとした電動化システム

関連産業の創出と、それを担う人材育成により若者に夢を与える県内製造業の競争力強

化を図り、地域雇用を拡大する。

２ 概 要

（１）事業内容

①新世代モーター及びその応用機器とシステム設計に関する研究開発

②地域企業と共同で研究開発を推進することによる地域産業の競争力強化

③大学生の産業人材教育や経営者等のリカレント教育

（２）補助事業

・補 助 対 象 秋田大学、秋田県立大学

・補助対象経費 事業計画に基づく研究開発に要する経費

（新世代モーター設計費、試作費、実証評価費 等）

・補 助 率 １０／１０（国２／３・県１／３、国１／２・県１／２）

３ 予算額 ４２２,７６１千円（補助金）

財源内訳 ２７２,２０７千円

３５,３００千円

１１５,２５４千円

内 訳 ・トップレベル人材人件費等 １３７,１５３千円

・実証評価施設整備費 １１７,８０１千円

・研究設備・備品費等 １６７,８０７千円

※地方大学・地域産業創生交付金活用期間

事業（計画認定）期間：１０年間（令和元年度～令和１０年度）

交付金交付対象期間： ５年間（令和元年度～令和５年度）
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あきた企業立地促進助成事業について

産 業 集 積 課

資源エネルギー産業課

１ 目 的

本県経済に対し波及効果の大きい企業の立地を促進するため、工場の新増設

等の設備投資及び雇用等に係る費用の一部を助成する。

２ 概 要

（１）設備投資支援型

・対 象 業 種 製造業（環境・エネルギー型、資源素材型企業を含む）、

研究開発型企業、情報通信関連型企業、流通関連業

・投資額要件 ３億円以上(土地代を除く)

・雇 用 要 件 新規常用雇用者１０人以上

・補 助 率 １０％(要件に応じた補助率の加算あり)

・限 度 額 ５億円(要件に応じた限度額の加算あり)

（２） 事業集約支援型

・目 的 県内への事業集約の推進

・対 象 業 種 製造業及び製造関連サービス業

・投資額要件 事業集約に伴う経費１千万円以上

・雇 用 要 件 新規常用雇用者２人以上

・補 助 率 ２０％(集約経費)

・限 度 額 ２千万円

３ 予算額 ２,３８６,５４３千円

〈産業集積課分〉 １,９７８,２８４千円

内 訳 補助金（１８件） １,９７８,２８４千円

・設備投資分 １,８３７,７８４千円

・雇用奨励費分 １４０,５００千円

〈資源エネルギー産業課分〉 ４０８,２５９千円

内 訳 補助金（４件） ４０７,０３２千円

（環境・エネルギー型、資源素材型）

・設備投資分 ３８６,０３２千円

・雇用奨励費分 ２１,０００千円

事務費 １,２２７千円
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《参考》

あきた企業立地促進助成事業の改正

○対象業種

流通関連業を除き、製造業（環境・エネルギー型、資源素材型企業を

含む）、研究開発型企業、情報通信関連型企業とする。

○対象設備

工場等の新築・増築を伴わない機械設備の導入を除く。

○特別加算項目

「集積形成企業」を追加する。

○施行時期

令和２年４月（経過措置を設定）

特別加算項目 基 準

経済波及効果 生産増加額に伴う経済波及効果額が、一定以上

現地調達率 生産に伴う原材料県内調達率が一定の割合以上

県内不足業種 メッキ、熱処理、塗装、プレス、金型等の分野

大規模雇用 操業開始後３年以内に概ね１００人以上の雇用増

本社機能等の移転等 本社機能等移転促進事業補助金の指定

集積形成企業 複数社と密接なアライアンスによるサプライチェーンの形成
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（参　考）

あきた企業立地促進助成事業（当初予算内訳）

【産業集積課分】

1 住鉱テック㈱ 能代市 継続 2年目
20 5,000 5,000

2 ㈱村田指月FCソリューションズ 羽後町 継続 2年目
36 9,000 9,000

3 ㈱グラノプト 能代市 継続 2年目
30 7,500 7,500

4 ニプロファーマ㈱ 大館市 新規 1年目
6,341,165 351,174 100 25,000 376,174

5 ㈱プレステージ・インターナショナル 横手市 継続 1年目
360 90,000 90,000

6 ＪＵＫＩ電子工業㈱ 横手市 継続 3年目
16 4,000 4,000

7 Ｔｉａｎｍａ　Ｊａｐａｎ㈱ 秋田市 新規
343,730 68,746 68,746

8 三菱マテリアル電子化成㈱ 秋田市 新規
2,096,000 314,400 314,400

9 秋田エプソン㈱ 湯沢市 新規
770,000 154,000 154,000

10 ミツミ電機㈱ 潟上市 新規
1,500,000 225,000 225,000

11 インスペック㈱ 仙北市 新規
320,000 48,000 48,000

12 ＪＵＫＩ産機テクノロジー㈱ 横手市 新規
538,998 80,849 80,849

13 ㈱松紀 秋田市 新規
1,936,599 193,659 193,659

14 オロテックス秋田㈱ 横手市 新規
400,000 100,000 100,000

15 丸大機工㈱ にかほ市 新規
600,000 60,000 60,000

16 東北日本電産サンキョー㈱ 由利本荘市 新規
60,000 12,000 12,000

17 ㈱市川スチールエンジニアリング 能代市 新規
500,000 75,000 75,000

18 セルスペクト㈱ 秋田市 新規
516,520 154,956 154,956

18件 15,923,012 1,837,784 562 140,500 1,978,284

【資源エネルギー産業課分】

1 日本新金属㈱ 秋田市 継続 2年目
13 3,250 3,250

2 秋田製錬㈱ 秋田市 継続 2年目
21 5,250 5,250

3 ㈱小滝電機製作所 大館市 継続 1年目
50 12,500 12,500

4 秋田ジンクリサイクリング㈱ 秋田市 新規
2,573,546 386,032 386,032

4件 2,573,546 386,032 84 21,000 407,032

1,227

4件 408,259

22件 2,386,543

投下固定資産 雇用奨励費

計

投下固定資産 雇用奨励費

補助金　計

事務費

　計

合　　　　計

番
号

企　業　名 所在地
新継
の別

雇用
奨励費

年度

予算額
（千円）対象額

（千円）
補助予定額
（千円）

対象人数
（人）

補助予定額
（千円）

番
号

企　業　名 所在地
新継
の別

雇用
奨励費
年度

予算額
（千円）対象額

（千円）
補助予定額
（千円）

対象人数
（人）

補助予定額
（千円）

《別表》
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横手第二工業団地拡張可能性調査について【新規】

（工業団地開発事業特別会計）

産 業 集 積 課

１ 目 的

分譲が進む横手第二工業団地について、今後の企業立地に対応するため、

拡張に向けた調査を行う。

２ 概 要

横手第二工業団地の周辺用地（山林等）において、基礎調査を実施する。

（１）場 所 横手市柳田地区周辺

（２）事業期間 令和２年度

３ 予算額 １３,０００千円（委託料）

《参考》横手第二工業団地の概要

位置図
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企業の立地状況

①㈱秋田ヘルシー食産 ⑤日本一フード秋田㈱ ⑨㈱プレステージ・インターナショナル

②武蔵貨物自動車㈱ ⑥㈱東京メニックス 秋田ＢＰＯ横手キャンパス

③東北王子運送㈱ ⑦睦特殊金属工業㈱ ⑩㈱アスター、秋田化学工業㈱

④㈱ダスキンよねや ⑧大橋鉄工秋田㈱ ⑪オロテックス秋田㈱
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あきた起業促進事業等について

商 業 貿 易 課

１ 目 的

地域経済の活性化を促進し、県内における開業率の向上を図るため、商工

団体等と協力して、起業家意識の醸成から起業初期までの各段階を貫いた切

れ目のない起業支援を実施する。

２ 概 要

（１）あきた起業促進事業 ５７,４１３千円

①起業家育成事業 ３,６６０千円

学生等の若年層のほか、女性やシニア等幅広い層に対して、起業家意識

の醸成を図るとともに、起業に必要な基礎知識等の習得を支援する。

ⅰ高校生等起業体験

・補助対象 民間企業支援団体

・補 助 率 １０／１０以内

ⅱ起業スキル習得塾

・補助対象 商工団体等

・補 助 率 １０／１０以内

②起業塾受講者等個別サポート事業 １,８００千円

起業塾受講者等が起業するにあたり、専門家による個別のサポートを行

い、より確実な起業に結びつけるとともに、事業の長期継続を図る。

・補助対象 商工団体

・補 助 率 １０／１０以内

③起業支援事業 ４４,１５４千円

起業家に対して初期投資費用及び人件費の一部を助成することにより、

起業時の経済的負担を軽減し、優れた事業の創出を促進する。

・実施主体 商工団体

ⅰ起業支援補助金（女性・若者枠）【新規】

・補助率等 １／２以内 限度額１,０００千円

ⅱ起業支援補助金（Ａターン起業・移住起業枠）

・補助率等 １／２以内 限度額２,０００千円

ⅲ起業支援補助金（地域課題解決枠）

・補助率等 １／２以内 限度額４,０００千円

ⅳ広報・フォローアップ事業活動費

内 訳 ・補助金（新規採択分） ３７,０００千円

・補助金（継続分） ６,１３４千円

・補助金（事業活動費） ７５０千円

・需用費、報償費、旅費 ２７０千円
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④ふるさと起業家応援事業 ７,７９９千円

地域課題の解決や地域資源の活用につながる事業を展開する起業家に

対し、クラウドファンディング型ふるさと納税を財源として助成するとと

もに、円滑な資金調達及び顧客の拡大を支援するため上乗せ助成する。

・補助対象 県内で起業する者、創業間もない企業等

・補助率等 ふるさと納税を財源とした助成 １０／１０以内

上乗せ助成 １／２ 限度額１,０００千円

内 訳 ・補助金（ふるさと納税） ５,０００千円

・補助金（上乗せ助成） ２,０００千円

・需用費、役務費、報償費、旅費 ７９９千円

（２）あきた創業スタートアップ支援事業 １,６２４千円

①女性・若者等創業意識醸成事業 １,３５０千円

起業家交流フェスタを通じた起業者の掘り起こし、フォローアップ、先

輩起業家の顕彰や交流等により、起業・創業の機運を盛り上げ、女性・若

者等の創業意識の醸成を図る取組を支援する。

・補助対象 あきた企業活性化センター

・補 助 率 １０／１０以内

②産学官連携による起業家育成・起業支援事業【新規】 ２７４千円

起業家育成に取り組む県内大学や企業と、商工団体、金融機関、あきた

企業活性化センター等の支援機関が連携し、学生等に対する実践的な起業

家育成を実施するほか、起業を希望する学生等に対し、専門家派遣等によ

り支援する。

・あきた創業支援プラットフォームの開催（２回）

・学生等への専門家派遣（１０回）

・支援体制強化研修（２回）

内 訳 ・報償費（オブザーバー、講師） ８０千円

・旅費（オブザーバー、講師） １２４千円

・需用費、役務費 ７０千円

３ 予算額

（１）あきた起業促進事業 ５７,４１３千円

財源内訳 １５,４４８千円

４１,９６５千円

（２）あきた創業スタートアップ支援事業 １,６２４千円

財源内訳 ６７５千円

９４９千円
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商業活性化・人材育成支援事業について【新規】

商 業 貿 易 課

１ 目 的

県内商店街の活性化を図るため、事業承継や空き店舗の増加等商店街が抱え

る課題の解決に積極的に取り組む商店街及び市町村を支援する。

２ 概 要

（１）商店街課題解決・若手人材育成支援事業 ９００千円

事業承継、個店の魅力向上、社会変化への対応等商店街が抱える課題に、

若手人材の育成や事業者間の連携を図りながら、積極的に取り組む商店街に

対し助成する。

・補助対象 商店街振興組合連合会

・補助対象経費 講師旅費、講師謝金、研修参加費、会場使用料等（３地域）

・補 助 率 １０／１０

（２）商店街再生市町村支援事業 ２,０００千円

空き店舗を活用した新事業の創出を促進し、市街地における商業・サー

ビス業の振興を図るため県が実施した「起業者を呼び込める商店街づくり

支援事業」の取り組みを一層推進し、さらに他地域へ波及させるため、商

店街の若手人材の育成、事業者間の連携、起業支援等に取り組む市町村に

対し助成する。

・補助対象 市町村

・補助対象経費 専門家派遣、ワークショップ開催、空き店舗における起

業支援、事業者間の連携等の支援にかかる経費

・補助率等 １／２ 限度額５００千円

《参考》起業者を呼び込める商店街づくり支援事業（Ｈ３０～Ｒ１実施）

実施市町村：男鹿市及び美郷町（Ｈ３０）

能代市及び大仙市（Ｒ１）

３ 予算額 ２,９００千円

（１）商店街課題解決・若手人材育成支援事業 ９００千円（補助金）

（２）商店街再生市町村支援事業 ２,０００千円（補助金）
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物流連携推進事業について【新規】

（環日本海物流ネットワーク構築推進事業）

商 業 貿 易 課

１ 目 的

地域産業の発展に必要不可欠な物流分野において、人材不足を背景として、

安定的な物流の確保が困難になることから、秋田の物流の将来を多様な輸送モ

ードで考える協議会を開催するほか、荷主企業における物流の現状・課題等を

把握し、必要な取組を検討するための調査分析を行う。

２ 概 要

(１) 物流を考える協議会意識改革推進事業 ８７５千円

「秋田の未来の物流を考える協議会」において、物流の現状や課題等を

共有し、課題解決に向けた各事業者等の意識改革を図るとともに、新たな

輸送モードの実現に向けた取組を目指す。

〈協議会〉

・設 立 令和元年１１月１日

・会 員 ２４団体（物流事業者、荷主企業、関係団体、行政）

・開 催 回 数 ３回

・ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ 農林水産物流検討ＷＧ、先進技術検討ＷＧ等

(２) 荷主企業物流実態調査分析事業 ９９７千円

物流改革に必要な物流の現状・課題を把握するため、県内荷主企業を対

象に物流実態調査を行い、多様な輸送モードの組合せなど必要な取組を実

施するための分析を行う。

・事 業 内 容 荷主企業へのアンケート手法による調査分析

・調 査 対 象 ３００社程度

・調 査 項 目 貨物の種類、出荷先、輸送手段等

３ 予算額 １,８７２千円

(１) 物流を考える協議会意識改革推進事業 ８７５千円

内 訳 ・講師謝金 １５０千円

・講師旅費 ３４７千円

・職員旅費 ２７８千円

・消耗品等 ３０千円

・会場使用料 ７０千円

(２) 荷主企業物流実態調査分析事業 ９９７千円

内 訳 ・委託料（アンケート調査・分析費等）９５０千円

・職員旅費 ４７千円
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新エネルギー産業創出・育成事業について

資源エネルギー産業課

１ 目 的

本県の多様で豊富な再生可能エネルギーのポテンシャルを生かし、新エネルギー関連

産業への県内事業者等の進出を促進する。

２ 概 要

（１）再生可能エネルギー導入促進事業 ４,７５１千円

①風力等導入促進に係る情報収集等

②自然公園内の地熱発電に係る優良事例形成の支援

地元で進められる合意形成を支援するための関係機関への協議等

③再生可能エネルギー地域共生事業

ⅰ風力発電に係る地域共生事業検討会議

地域社会と調和した再生可能エネルギーの導入による地域へのメリット等につ

いて、市町村とともに検討

ⅱ洋上風力発電に関する県民向け理解促進イベント等【新規】

洋上風力発電の導入意義や地域へのメリット等について、県民の理解を深める

ための普及啓発イベントや広報の実施

内 訳 ・講師謝金 ２４０千円

・職員、講師旅費 １,５３４千円

・委託料（会場設営費、広報印刷費等） ２,０６９千円

・消耗品、通信費、使用料等 ９０８千円

（２）県内発電事業者等育成事業 ２４９千円

風力発電等の事業運営やメンテナンス技術等に関するアドバイザーの派遣（２回分）

内 訳 ・有識者謝金 １００千円

・職員、有識者旅費 １４９千円
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（３）新エネルギー関連産業創出支援事業 １４,４９０千円

①風力発電に係るメンテナンス人材育成

企業の電気主任技術者を県内工業系高校に派遣し、第三種電気主任技術者の受験

者拡大と県内定着を図るための出前講座を実施

②風力発電関連ライセンス等取得支援

県内事業者におけるメンテナンス技術者の養成に要する経費や、部品供給に必要

となる国・認証機関・メーカー等からの認証取得に必要な試作品製作、試験機器使

用料等の経費の助成

ⅰメンテナンスに係る研修費補助（５人分）

補助率 １／２（限度額 ５００千円(一般型））

（限度額１,０００千円（メーカーライセンス取得型））

ⅱ関連部品の認証取得に係る経費補助（２件分）

補助率 １／２（限度額１,０００千円）

③風力発電関連産業参入支援事業

風力発電関連産業への参入を目指す県内企業と風力発電事業者とのマッチング機

会の提供

④風力発電関連産業拠点化加速事業

サプライチェーン調査の結果を受けた県内企業の風力発電関連産業への参入に向

けた企業訪問や関連産業の集積に向けた企業誘致活動

⑤洋上風力発電メンテナンス参入支援事業【新規】

港湾内や一般海域などで具体化しつつある洋上風力発電のメンテナンス産業への

県内企業の参入に向けた研究、並びに洋上メンテナンスに関する資格取得等に要す

る経費及び洋上メンテナンス関連機器の研究開発に要する経費への支援

ⅰ洋上メンテナンス研修費補助（６人分）

補助率 １／２（限度額 ５００千円）

ⅱ洋上メンテナンス機器研究開発費補助（１件分）

補助率 １／２（限度額 １,０００千円）

内 訳 ・講師、有識者謝金 ５１０千円

・職員、講師等旅費 ４,４１６千円

・消耗品、通信費、使用料等 ５６４千円

・風力発電ライセンス等取得支援補助金 ５,０００千円

・洋上メンテナンス研修費補助金 ３,０００千円

・洋上メンテナンス機器研究開発費補助金 １,０００千円
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（４）洋上風力発電導入促進事業 １,８６０千円

①洋上風力発電導入促進事業

一般海域における利用ルールや、関連する送電網整備に向けた情報収集、国への働

きかけ等

②洋上風力発電関連産業育成事業

「あきた洋上風力発電関連産業フォーラム」によるセミナーの開催等

③再エネ海域利用法協議会事務関係費

国や県内関係者との事前調整や資料印刷等に要する経費

内 訳 ・講師、有識者謝金 ３２千円

・職員、講師等旅費 ８５３千円

・消耗品、使用料等 ９７５千円

（５）水素エネルギー導入促進事業 ９０２千円

①「秋田水素コンソーシアム」によるセミナーの開催（１回）

水素エネルギーの利活用に係る現状と方向性、水素の製造・貯蔵技術をテーマと

したセミナーの開催

②先進事例調査の実施

内 訳 ・講師謝金 ２０千円

・職員、講師旅費 ７１０千円

・消耗品、使用料等 １７２千円

（６）地熱エネルギー多面的利用促進事業 ８,０７８千円

①「地熱エネルギー多面的利用促進コンソーシアム」による検討会等の開催（４回）

地熱エネルギーを利活用した地域活性化（産業観光における活用等）や、農産物

等の特産品開発の検討

②先進事例調査の実施

内 訳 ・講師謝金 ５０千円

・職員、講師旅費 ６,７４６千円

・消耗品、使用料等 １,２８２千円
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３ 予算額 ３０,３３０千円

財源内訳 ９,６７８千円

２０,６５２千円
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人材確保・定着推進事業について

雇用労働政策課

１ 目 的

若者や女性、高齢者、障害者、外国人等の多様な人材が、個性と能力を生か

し、地域や職場で活躍できるよう、それぞれのニーズに応じた雇用・就業機会

の確保、人材の早期離職防止や職場定着に向けた取組の支援等を行い、県内企

業における人材の確保・定着を図る。

２ 概 要

（１）人材確保推進支援事業 ２０,３３５千円

雇用労働政策課及び各地域振興局（秋田を除く）に、事業所訪問による雇

用支援等を行う人材確保推進員（働き方改革推進員を兼ねる）を配置し、若

年者の県内就職促進や職場定着支援のほか、働き方改革の普及啓発や情報提

供、Ａターン求人の開拓等を行う。

内 訳 ・人件費（８人） １８,１３８千円

・委託料（働き方改革事例集作成） １,３００千円

・旅費、需用費等 ８９７千円

（２）キャリア応援事業（委託料） ３４,００４千円

就職に関する悩みや課題を抱える若年求職者等を支援するため、「あきた

就職活動支援センター」において、個別コンサルティングや就職後のフォロ

ーを行うほか、離転職者向けのセミナーの開催等を行う。

委託料の内訳 ・人件費（８人） ２５,０７７千円

・旅費 ２７９千円

・需用費、役務費 ２,２５７千円

・賃借料 ３,３００千円

・消費税及び地方消費税 ３,０９１千円
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（３）若年離職者対策事業【新規】 ８８１千円

①経営者向け職場定着セミナーの開催

若年者の早期離職防止を図るため、経営者を対象に、自ら職場環境を改

善し、若年者の育成や就労意欲を高めるためのノウハウや好事例の提供を

行うセミナーを開催する。

②県内再就職支援リーフレットの作成・配付

若年離職者の県外流出防止及び県内企業への再就職を図るため、県内の

企業情報を提供する就活サイトの案内や地元秋田暮らしのメリットを伝

えるリーフレットを作成し、ハローワーク等で配付する。

内 訳 ・講師謝金 ３３０千円

・職員、講師旅費 １１０千円

・委託料（リーフレット作成） ３６１千円

・需用費、使用料 ８０千円

（４）外国人材の受入れ・共生に向けた環境づくり事業 １,４５７千円

①受入れ・共生に係る連絡協議会の開催

今後増加が見込まれる外国人材の円滑な受入れや地域との共生につい

て、事業者団体、労働局、県、市町村等で構成する連絡協議会において、

各機関における取組の情報共有、現状や課題の意見交換を行う。

②雇用に関する相談対応

外国人材を受け入れる際の手続き方法や留意点などについて、「外国人

雇用サポートデスク」において無料で面接相談に応じる。

③受入れ事例紹介等セミナーの開催

企業向けのセミナーを開催し、外国人技能実習生等の受入れ方法や就業

環境づくり、生活支援に関する事例等を紹介する。

④受入れ方法マニュアルの配付による周知

外国人技能実習生等の受入れ方法に関するマニュアルを作成し、セミナ

ーでの配付等による周知を行う。

内 訳 ・職員旅費（相談対応、セミナー開催等） ４７千円

・委託料（セミナー開催、マニュアル作成等）１,３５５千円

・需用費、役務費、使用料 ５５千円
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（５）外国人材受入れ・定着支援事業【新規】 ５,０３８千円

県内企業、団体等が行う外国人材の受入れや定着に向けた取組を支

援する。

・補 助 対 象 県内の企業、団体等

・補助対象経費 外国人の受入れ・定着を図るための取組に要する経費

例：日本語学習機会の提供、受入れ体制の整備、

地域住民との交流機会の確保

・補 助 率 １／３

・限 度 額 １,０００千円

内 訳 ・補助金 ５,０００千円

・職員旅費 ３８千円

３ 予算額 ６１,７１５千円

財源内訳 １０,１４４千円

４６千円

５１,５２５千円
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１　電気事業会計

収益的収入及び支出

・事業収益は総額４,９４９,５９３千円を予定。うち、電力料は年間３８８,７９９
千キロワットアワーの売電により４,９０１,０２５千円を予定

・事業費は水力発電費など総額４,０５９,２４２千円を予定

・収支差は８９０,３５１千円の見込み

収　　　　入 （単位：千円）

款 目 予 定 額

1 事業収益 4,949,593

1 営 業 収 益 4,933,991

1 電 力 料 4,901,025 うちFIT分

2 営 業 雑 収 益 32,966 管理受託収入 25,742

（県河川砂防課 アロケ等）

電力負担金 6,844

土地貸付料等 380

2 財 務 収 益 1,839

1 受 取 配 当 金 347 東北電力株式配当金

2 受 取 利 息 1,492 他会計貸付金利息 1,295

預金利息 197

3 営業外収益 13,763

1 長期前受金戻入 13,609

2 事 業 外 収 益 154

支　　　　出 （単位：千円）

款 目 予 定 額

1 事 業 費 4,059,242

1 営 業 費 用 3,819,912

1 水 力 発 電 費 3,069,098 人件費 559,181

物件費

修繕費

補償費 3,819

委託費 228,723

負担金及び分担金 149,839

(東北電力     44,408)

(国土交通省   71,482)

(県河川砂防課 32,954)

(その他負担金    995)

交付金 116,070

減価償却費 665,978

固定資産除却費 142,946

固定資産除却損 89,400

令和２年度秋田県公営企業会計の当初予算について

公 営 企 業 課

(1)

収 益 的 収 入 及 び 支 出

項 備　　　考

774,488

項 備　　　考

286,174

826,968
　(小和瀬発電所大規模改良等）

34



（単位：千円）

款 目 予 定 額

2 送 電 費 53,149 人件費 24,022

物件費 4,578

修繕費 2,838

補償費 302

委託費 18,047

減価償却費 3,362

3 一 般 管 理 費 292,390 人件費 191,543

物件費 70,813

修繕費 890

委託費 3,286

交付金 69

減価償却費 25,789

4 ＦＩＴ発電所費 405,275 人件費 25,877

物件費 21,507

修繕費 148,255

委託費 28,065

負担金及び分担金 2,883

交付金 34,856

減価償却費 143,832

2 財 務 費 用 13,218

1 支 払 利 息 13,218 企業債利息 12,934

借入金利息 284

3 附 帯 事 業 49,274

費 用
1

発 電 所 周 辺 地 域
等 振 興 事 業 費 用 49,274

4 営業外費用 11,339

1 事 業 外 費 用 162

2
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

10,118

3
事業外固定資産
管 理 費

1,059

5 特 別 損 失 163,499

1 その他特別損失 163,499 調査終了に伴う精算

6 予 備 費 2,000

1 予 備 費 2,000

収　支　差 （単位：千円）

890,351

項 備　　　考
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資本的収入及び支出

・収入は補助金など総額１８３,５５１千円を予定

・支出は発電所の改良費など総額３,３５３,９２４千円を予定しており、主な事業は

次のとおり

成瀬発電所建設費事業 1,238,920 千円

秋田発電事務所集中監視制御装置更新事業 570,477 千円

送電線建設費事業 448,172 千円

  資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　入 （単位：千円）

款 目 予 定 額

1 資 本 的 183,551

収 入 1 国庫補助金 143,999

1
鎧 畑 発 電 所
改 良 費 補 助 金

143,999

2 39,552

1
工業用水道事業会計
からの長期貸付金
償 還 金

39,552

支　　　　出 （単位：千円）

款 目 予 定 額

1 資 本 的 3,353,924

支 出 1 建 設 費 1,793,572

1
成 瀬 発 電 所
建 設 費

1,238,920

2
鳥 海 発 電 所
建 設 費

106,480

3 送 電 線 建 設 費 448,172 工事負担金

2 改 良 費 1,389,132

1 発 電 所 改 良 費 769,541 370,170

124,070

52,151

47,157

42,081

30,150

25,070

16,622

14,618

12,644

11,847

他

2 発 電 事 務 所 619,591 玉川発電事務所改良費 33,094

改 良 費 秋田発電事務所改良費 575,030

大館発電事務所改良費 11,467

(2)

項 備　　　考

項 備　　　考

小和瀬発電所改良費

鎧畑発電所改良費

玉川発電所改良費

板戸発電所改良費

大松川発電所改良費

皆瀬発電所改良費

山瀬発電所改良費

岩見発電所改良費

素波里発電所改良費

杉沢発電所改良費

田沢湖発電所改良費

他会計からの
長 期 貸 付 金
償 還 金
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（単位：千円）

款 目 予 定 額

3 企業債償還金 151,220

1 企 業 債 償 還 金 151,220

4 予 備 費 20,000

1 予 備 費 20,000

収　支　差 （単位：千円）

△ 3,209,925

項 備　　　考

工業用水道事業会計長期貸付
金償還金を除く

※不足額については、内部留保資金（中小水力発電開発改良積立金、過年度分損益勘定留保
　資金、当年度分消費税資本的収支調整額）により補てん
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２　工業用水道事業会計 

(1) 収益的収入及び支出

･

･ 事業費は､維持管理費などの総額で１,１９３,７２４千円を予定

･ 収支差は△１５２,７２８千円の見込み

収　　　　入 （単位：千円）

款 目 予 定 額

1 事業収益 1,040,996

1 931,703

秋 田 工 業 用 931,387 勝平系（２６社） 906,087

水 道 使 用 料 御所野系（３社） 25,300

2 営 業 雑 収 益 316

2 109,293

1 受 取 利 息 9 預金利息

2 長期前受金戻入 109,272

3 雑 収 益 12

支　　　　出 （単位：千円）

款 目 予 定 額

1 事 業 費 1,193,724

1 864,207

1 維 持 管 理 費 845,770 人件費 50,596

物件費 2,827

動力費 182,200

修繕費 25,310

(勝平配水池内部補修工事 12,000)

負担金及び分担金 20,002

(国土交通省　　　19,607)

(その他負担金　　　 395)

交付金 12,997

委託費 143,235

(指定管理委託　　　119,300)

(その他委託費　　 　23,935)

減価償却費 408,270

固定資産除却費 133

固定資産除却損 200

2 一 般 管 理 費 18,437 人件費 11,583

物件費 6,389

委託費 295

修繕費 170

事業収益は総額１,０４０,９９６千円を予定。うち、秋田工業用水道使用料は２９事

業所に対して一日平均１５７,４８６㎥の給水により年間収入は９３１,３８７千円を

予定

収 益 的 収 入 及 び 支 出 

項 備　　　考

営 業 収 益

営業外収益

項 備　　　考

営 業 費 用

1
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款 目 予 定 額

2 37,975

1 支 払 利 息 32,564 企業債利息 31,280

借入金利息 1,284

2 雑 支 出 1

3
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

5,410

3 286,542
1 その他特別損失 286,542

4 5,000

1 予 備 費 5,000

（単位：千円）

△ 152,728

資本的収入及び支出

・収入は国庫補助金３,５３０千円を予定

・

第二送水管改修工事 150,000 千円

第二送水管塗装工事 50,000 千円

油濁検出装置更新工事 4,000 千円

収　　　　入 （単位：千円）

款 目 予 定 額

1 資 本 的 3,530

収 入 1 3,530

1 国 庫 補 助 金 3,530 石油貯蔵施設立地対策等交付金

支　　　　出 （単位：千円）

款 目 予 定 額

1 資 本 的 415,830

支 出 1 206,000

1
秋 田 工 業 用
水 道 改 良 費

206,000

2 165,277

1 企 業 債 償 還 金 165,277

3 39,553

1
そ の 他
長 期 借 入 金

39,553

4 5,000

1 予 備 費 5,000

（単位：千円）

△ 372,747

項 備　　　考

営業外費用

特 別 損 失

予 備 費

収　支　差

(2)

資 本 的 収 入 及 び 支 出 

項 備　　　考

国庫補助金

項 備　　　考

改 良 費

企業債償還金

他会計借入金

償 還 金

予 備 費

収　支　差

電気事業会計からの長期借入金
償還金を除く

※不足額については、内部留保資金（過年度分損益勘定留保資金、当年度分消費税資本的
　収支調整額）により補てん

支出は秋田工業用水道改良費など総額４１５,８３０千円を予定しており、主な事

業は次のとおり
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（ 参　考 ）                  公営企業会計前年度比較表

電気事業会計 （単位：千円）

事業名
区分

収　　　入　　Ａ 4,313,752 4,949,593 635,841

うち電力料 4,264,140 4,901,025 636,885

支　　　出　　Ｂ 3,710,919 4,059,242 348,323

うち営業費用 3,602,905 3,819,912 217,007

収　支　差　　Ａ－Ｂ＝Ｃ 602,833 890,351 287,518

当年度発生損益勘定留保資金 826,752 928,361 101,609

減価償却費 812,010 838,961 26,951

固定資産除却損等 14,742 89,400 74,658

収　　　入　　Ａ 154,003 183,551 29,548

うち他会計からの長期貸付金
償還金　　　Ａ'

0 39,552 39,552

支　　　出　　Ｂ 1,845,577 3,353,924 1,508,347

うち建設改良費 1,535,354 3,182,704 1,647,350

収　支　差　　Ａ－Ａ'－Ｂ＝Ｃ △ 1,691,574 △ 3,209,925 △ 1,518,351

補　て　ん　財　源 1,691,574 3,209,925 1,518,351

過年度内部留保資金 1,541,476 2,894,588 1,353,112

当年度内部留保資金 150,098 315,337 165,239

工業用水道事業会計 （単位：千円）

事業名
区分

収　　　入　　Ａ 1,223,449 1,040,996 △ 182,453

うち秋田工業用水道使用料 925,448 931,387 5,939

支　　　出　　Ｂ 1,173,207 1,193,724 20,517

うち営業費用 886,087 864,207 △ 21,880

収　支　差　  Ａ－Ｂ＝Ｃ 50,242 △ 152,728 △ 202,970

当年度発生損益勘定留保資金 319,463 298,384 △ 21,079

減価償却費 318,837 298,184 △ 20,653

固定資産除却損等 626 200 △ 426

収　　　入　　Ａ 0 3,530 3,530

支　　　出　　Ｂ 266,761 415,830 149,069

うち改良費 98,767 206,000 107,233

うち他会計借入金償還金 Ｂ’ 0 39,553 39,553

収　支　差　Ａ－Ｂ＋Ｂ’＝Ｃ △ 266,761 △ 372,747 △ 105,986

補　て　ん　財　源 266,761 372,747 105,986

過年度内部留保資金 257,784 354,021 96,237

当年度内部留保資金 8,977 18,726 9,749

令和元年度 令和2年度 比　　較

令和元年度 令和２年度 比　　較

収
益
的
収
支

資
本
的
収
支

収
益
的
収
支

資
本
的
収
支
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秋田県公営企業の設置等に関する条例及び秋田県下水道事業の設置等

に関する条例の一部を改正する条例案について

公 営 企 業 課

１ 改正理由

地方自治法等の一部を改正する法律（平成２９年法律第５４号）による地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）の一部改正に伴い、所要の規定の整理を行う必要がある。

２ 改正内容

次の条例において引用している地方自治法の条項を改めることとする。

⑴ 秋田県公営企業の設置等に関する条例（昭和４１年秋田県条例第５１号）

⑵ 秋田県下水道事業の設置等に関する条例（令和元年秋田県条例第３８号）

３ 施行期日

この条例は、地方自治法等の一部を改正する法律の施行の日（令和２年４月１日）か

ら施行することとする。
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秋
田
県
公
営
企
業
の
設
置
等
に
関
す
る
条
例
及
び
秋
田
県
下
水
道
事
業
の
設
置
等
に
関
す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
案
新
旧
対
照
表

秋
田
県
公
営
企
業
の
設
置
等
に
関
す
る
条
例
の
一
部
改
正
（
第
一
号
に
よ
る
改
正
）

新

旧

（
議
会
の
同
意
を
要
す
る
賠
償
責
任
の
免
除
）

（
議
会
の
同
意
を
要
す
る
賠
償
責
任
の
免
除
）

第
五
条

法
第
三
十
四
条
に
お
い
て
準
用
す
る
地
方
自
治
法
（
昭
和
二
十
二
年

第
五
条

法
第
三
十
四
条
に
お
い
て
準
用
す
る
地
方
自
治
法
（
昭
和
二
十
二
年

法
律
第
六
十
七
号
）
第
二
百
四
十
三
条
の
二
の
二
第
八
項
の
規
定
に
よ
り
公

法
律
第
六
十
七
号
）
第
二
百
四
十
三
条
の
二
第
八
項

の
規
定
に
よ
り
公

営
企
業
の
業
務
に
従
事
す
る
職
員
の
賠
償
責
任
の
免
除
に
つ
い
て
議
会
の
同

営
企
業
の
業
務
に
従
事
す
る
職
員
の
賠
償
責
任
の
免
除
に
つ
い
て
議
会
の
同

意
を
得
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
場
合
は
、
当
該
賠
償
責
任
に
係
る
賠
償
額
が
百

意
を
得
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
場
合
は
、
当
該
賠
償
責
任
に
係
る
賠
償
額
が
百

万
円
以
上
で
あ
る
場
合
と
す
る
。

万
円
以
上
で
あ
る
場
合
と
す
る
。

秋
田
県
下
水
道
事
業
の
設
置
等
に
関
す
る
条
例
の
一
部
改
正
（
第
二
号
に
よ
る
改
正
）

新

旧

（
議
会
の
同
意
を
要
す
る
賠
償
責
任
の
免
除
）

（
議
会
の
同
意
を
要
す
る
賠
償
責
任
の
免
除
）

第
五
条

法
第
三
十
四
条
に
お
い
て
準
用
す
る
地
方
自
治
法
（
昭
和
二
十
二
年

第
五
条

法
第
三
十
四
条
に
お
い
て
準
用
す
る
地
方
自
治
法
（
昭
和
二
十
二
年

法
律
第
六
十
七
号
）
第
二
百
四
十
三
条
の
二
の
二
第
八
項
の
規
定
に
よ
り
下

法
律
第
六
十
七
号
）
第
二
百
四
十
三
条
の
二
第
八
項

の
規
定
に
よ
り
下

水
道
事
業
の
業
務
に
従
事
す
る
職
員
の
賠
償
責
任
の
免
除
に
つ
い
て
議
会
の

水
道
事
業
の
業
務
に
従
事
す
る
職
員
の
賠
償
責
任
の
免
除
に
つ
い
て
議
会
の

同
意
を
得
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
場
合
は
、
当
該
賠
償
責
任
に
係
る
賠
償
額
が

同
意
を
得
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
場
合
は
、
当
該
賠
償
責
任
に
係
る
賠
償
額
が

百
万
円
以
上
で
あ
る
場
合
と
す
る
。

百
万
円
以
上
で
あ
る
場
合
と
す
る
。
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